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福 島 市 市 民 活 動 活 性 化 支 援 事 業 補 助 金 交 付 企 画 書 

 

令和 〇年 〇月 〇日 

 

福島市長 様 

 

 

住 所   福島市五老内町〇番〇号 

団体名  特定非営利活動法人 〇〇〇〇〇         

代表者職氏名  理事長  福島 太郎            

 

福島市市民活動活性化支援事業補助金交付要綱第１４条の規定に基づき下記のとおり関係書類を添え

て提出いたします。 

（◆は「市民活動活性化部門 事業連携コース」に応募される場合のみ記入してください。） 

部  門  名 市民活動（スタート・活性化）部門 

事  業  名 ○○○○○○○○○○事業 

事 業 目 的 

事業を行う目的、事業を実施することで得られる効果を記入してください。 

 

【事業を取り組むことになったきっかけ・理由】 

現在の福島市では、●●なこと（『●●な方が●人いる（解決したい課題・

現状）』や『過去の出来事（市民ニーズ）』など）があることで●●なこと

（問題が起き・状態になり）になり、●●な状況となっている。 

  

【事業の概要と目的】※１ 

〇〇事業により〇〇を取り組むことで、〇〇な状態（目指すべき状態・成

果）になる 

 

【実施することで得られる効果】※２ 

事業の成果により、●●な方が増え福島市に対して、〇〇な効果（利益）

をもたらすことが期待される。 

 

～～～記入のポイント～～～ 

・特定の地域・個人にのみ効果が限定される事業は対象外となります。 

実施することで、市民に広く利益があることがわかるように記入をお願い

します。 

・なぜ※１のような状態になるのか、※２のような効果があるのかについて、

根拠を明確に記入してください。 

 

記入例 

書類提出日の日付を記入してください 

押印不要 

過去にスタート部門の補助金を受けた

ことがある団体は、スタート部門の申請

ができません。 

過去に活性化部門の補助金を受けたこ

とがある団体は、スタート部門・活性化

部門の申請ができません。 

今回実施する予定の

事業内容がある程度

わかる名前にする。 

事例や数字があると

具体性が増します 
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事 業 内 容 

上記の事業目的を達成するために、どのような事業を実施するのか具体的に記入してく

ださい。 

 

① どのような人のために（事業において対象とする人） 

② いつ 

③ どこで 

④ どんなことを 

⑤ どうやって実施するのか 

 

～～～記入のポイント～～～ 

・具体的な事業計画を記入する。 

・実施体制・収支予算を含め、十分実現可能な計画であるかに注意して記

入してください。 

・事業の広報方法についても記入してください。 

・備品の購入は、事業の中で必要となる明確な根拠がない限り補助対象外 

としています。 

 

 

次年度以降の 

事業展開 

次年度以降の活動や事業展開について記入してください。 

 

【記入のポイント】 

・次年度以降、事業がどのように継続・発展していくかについて記入する。 

（効果が一過性のものではないこと） 

・次年度以降も活動を続けていくため、補助金に頼らない運営を目指して

取り組む具体的内容（どういった財源を獲得できそうか、どういったと

ころに働きかけるか）を記入する。 

◆連携の必要性 

及び 

連携の効果 

この事業を実施するにあたり、なぜ連携して取り組む必要があるのか、また、連携して取り

組むことで地域や社会の課題に対しどのような効果があるかを記入してください。 

 

【記入のポイント】 

事業目的を達成するために連携する理由を記入する。 

連携することにより市内への波及効果を記入する。 

◆役 割 分 担 それぞれの団体の役割分担を記入してください。 
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代表団体 役割 

連携団体とすみ分けを整理して記入する。 

 

 

連携団体① 

団体名 
△△△△△の会  

役割 

代表団体とすみ分けを整理して記入する。 

 

連携団体② 団体名  

役割 

 

◆活動スケジュール 

７月 
 

８月 
○○〇〇〇の事前打ち合わせ 

９月 
チラシ作成、配布（配布先：△△△、×××× 他） 

１０月 
○○○○〇の準備 

○○○○〇の実施 

１１月 
アンケート集計 

１２月 HPに活動内容を掲載 

１月 
 

２月 
報告書の提出 

３月 
 

添 付 書 類 

１ 団体調書（様式第２号） 

２ 事業の収支予算書（様式第３号） 

３ 団体の活動実施状況等（※総会資料等で可） 

４ 団体の収支予算書（※総会資料等で可） 

５ 団体の定款、規約、会則等（※総会資料等で可） 

６ 団体の役員名簿、会員名簿（※総会資料等で可） 

７ その他市長が必要と認める書類 

連携コースのみ記入する 

連携コースのみ記入する 

できるだけ時系列で、事

業の進め方が分かるよ

うに記入する 
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補助申請に 

係る連絡先 

※地域共創課担当者との窓口となる者  

氏名 花見 花子 団体役職等 理事 

電話番号（携帯電話） 080-〇○○〇-×××× ＦＡＸ 

メールアドレス hanami@×××.〇〇〇.jp 
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団 体 調 書 

団  体  名 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝ 〇〇〇〇〇 

特定非営利活動法人 〇〇〇〇〇 

代表者 職・氏名 理事長  福島 太郎 

団 体 所 在 地 

〒960-8601 

福島市五老内町〇番〇号 

団 体 連 絡 先 

電 話： 024-〇〇〇-〇〇〇〇 

FAX： 024-〇〇〇-△△△△ 

メール： tarou-f@×××.〇○○.jp 

ホームページ 
なし ・ あり→URL（                     ） 

団体の設立年月日 
R〇年  〇月  〇日  

※NPO法人の場合は認証年月日も記入（  R△年  △月  △日 ） 

団体の活動分野 
主な活動分野番号   ３ まちづくりの推進を図る活動     （１つ） 

※「特定非営利活動促進法に掲げる特定非営利活動の分野」の番号を記入 

団体の設立趣旨 

 

どんな目的で団体を設立したか記入してください。 

 

 

 

主な活動内容 

及び活動実績 

団体の目的・目標を達成するためにどのような活動を行っているか、どのような活動を

予定しているか記入してください。また、過去の活動実績について記入してください。 

 

 

 

連携コースの場合は、団体

ごとに作成する 

文字の大きさは11ポイ

ント以上で作成する 
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※市民活動活性化部門 事業連携コースのみ記入 

連携事業実績 

これまでに複数団体で連携事業に取り組んだことがある場合は、連携した団体名および

事業名を記入してください。 

事業名 連携団体名 

△△△△△事業 一般社団法人 □□□□□□ 

☆☆☆☆☆☆☆の会 

 

 

  

 

 

 

 

（注） 

１ 記載は、この様式を使用し、調書内に記載内容を収めてください。（別紙及び添付書類の提出は認めま 

せん。） 

２ 調書の記入又はWordデータで作成する場合の文字の大きさは、１１ポイント以上でお願いします。 

連携コースのみ記入する 
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事 業 の 収 支 予 算 書 

 

対象経費計 × 補助率 ＝ 補助金申請額（千円未満切捨て）  ⇒  収入の部：市補助金欄へ 

※補助率（上限） 

補助部門 補助率 

市民活動スタート部門 10/10（15万円） 

市民活動活性化部門 ２/３（3０万円）  

団体名 

（代表団体名） 
特定非営利活動法人 ○○〇〇○ 

事業名 ○○○○○○○○○○事業 

収入の部   単位：円 

項  目 金  額 備     考 

１ 市補助金 150,000  

２ 実施団体負担金（団体①） 5,200  

  実施団体負担金（団体②）   

  実施団体負担金（団体③）   

３ 参加者負担金 15,000 講座参加者 ＠1,000×15人 

４ 協賛金・寄付金等   

５ その他   

合  計 
170,200  

支出の部  単位：円 

項  目 金   額 内       訳 

補

助

対

象

経

費 

報償費 10,000 講師謝金 ＠5,000×2人 

旅費 6,000 講師タクシー代 

消耗品費 9,000 コピー用紙、ラミネートフィルム、封筒 

印刷製本費 4,200 切手代 ＠84×50枚 

委託料 130,000 HP作成委託料 

使用料及び賃借料 8,000 会場使用料 ＠4,000×2回 

対象経費 計 167,200  

補

助

対

象

外

経

費 

食糧費 3,000 講師昼食代 ＠1,500×2人 

   

   

   

対象外経費 計   

合  計 170,200  

  

募集要項 「別表１補助対象経費」を参照 


